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鳥栖市ミニバスの臨時運行について（案） 

 

○背景 

 『天皇の退位等に関する皇室典範特例法（平成 29 年法律第 63 号）』を踏まえ、

天皇の即位に際し、『天皇の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる日を休日と

する法律（平成 30 年法律第 99 号）』が平成 30 年 12 月 14 日に公布され、天皇

の即位の日及び即位礼正殿の儀の行われる日が休日（祝日の扱い）になった。 

 このことにより、祝日法第 3条第 3項の適用により、平成 31 年 4 月 30 日、5

月 1日、5月 2日については、休日（祝日の扱い）となり、鳥栖市ミニバスは運

休日となる。 

 

○理由及び目的 

 鳥栖市ミニバスについては、鳥栖・旭地区が月・水・金及び田代・基里地区が

火・木・土を運行日としているが、休日及び祝日は運休日としている。 

 このことにより、上記法施行に伴い、鳥栖・旭地区が連続 11 日間、田代・基

里地区が連続 9日間と長期の運休日となる。 

 これでは、ミニバスの主旨である『高齢者の日常生活の足（移動手段）』に支

障をきたす恐れがあるため、下記のとおり臨時運行日を設けたい。 

 

○臨時運行日 

 鳥栖・旭地区  ： 5 月 1 日（祝・水） 

 田代・基里地区 ： 5 月 2 日（祝・木） 

 

○広報 

 ・市報 5月号（4月中旬配布）への掲載 

 ・ミニバス車内でのチラシ掲示 

 

【参照カレンダー】           赤字･･･運休日 ○･･･臨時運行日 

日 月 火 水 木 金 土 

4/21 4/22 4/23 4/24 4/25 4/26 4/27 

4/28 4/29 4/30 5/1 5/2 5/3 5/4 

5/5 5/6 5/7 5/8 5/9 5/10 5/11 

※臨時運行日を設けることで、鳥栖・旭地区が最大連続 6日間、田代・基里地区が最大連続

4日間となる。 

議案第 1号 



H31.3.18 協議会資料 
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1. 鳥栖市各種調査からの分析・課題 

1.1. 今後の高齢者人口の増加による移動弱者の増加 

 

 

 

■高齢化率の推移と将来予測 

 鳥栖市の人口は一貫して増加を続けているが、一方で、65 歳以上人口も着実に

増加しており、2025 年には高齢化率が 25％（4 人に 1 人が高齢者）に達すると

予測されている。そのため、高齢者の移動手段の問題は、他の自治体同様に生じ

ることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 鳥栖市の人口の推移と将来人口予測（詳細） 

 
 

今後、鳥栖市においても高齢化が進行するとともに、免許返納者が増加した場合、移動

困難者が発生する状況が予想される。 
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■高齢者の分布 

 本市内の高齢者人口は、鳥栖駅西側一帯の中心市街地、若葉小学校周辺などで多

くなっている。 

 高齢者の多い地区は概ねバス停から 300m の範囲内でカバーできているが、鳥

栖駅の北西部など一部カバーできていないところもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 鳥栖市内の高齢者の分布（高齢者数ベース） 

※人口は、平成 27 年国勢調査の 250m メッシュデータ 
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■運転免許返納者の増加（佐賀県） 

 平成 29 年３月から高齢者の免許更新時の認知機能検査を強化したこともあり、佐賀

県内の平成 29 年の運転免許返納者数は約 3,000 人で、前年の倍以上となっている。 

 返納者数増加の傾向は、今後も継続するものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 運転免許返納者数の推移（佐賀県全体） 
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1.2. 自家用車に依存し、公共交通利用の少ない現状 

 

 

 

■路線バスやミニバスの利用状況（市民アンケート調査より） 

 回答者の 84％がバスをほとんど利用しておらず、月に 1 日以上でも利用している人

は 10％、週に 1 日以上利用している人はわずかに４％と、バスの利用は非常に少

ない。 

 75 歳以上においても、80%がバスをほとんど利用していないと回答し、全体的に自

家用車依存の傾向が強い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 路線バスやミニバスの利用頻度（市民アンケートより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 年齢別・路線バスやミニバスの利用頻度（市民アンケートより） 
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■目的別の移動手段選択（市民アンケート調査より） 

 目的別の移動手段を見ると、公共交通の中でも中長距離移動に使われる鉄道（在来

線）は、通勤・通学など場面によって利用の割合が高くなる場合もあるが、路線

バスやミニバスなどは、どの目的でも利用の割合が非常に少ない。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 目的別の移動手段 
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■高校生の通学手段（高校生アンケート調査より） 

 高校生の通学手段は、８割方が自転車（雨天時は家族の送迎）で、路線バスの

利用は、天候に関わらず全体の２～３％と非常に少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 高校生の通学手段の割合（行き／帰り、晴天／雨天別） 

 

■市内主要事業所従業員の通勤手段（企業アンケート調査より） 

 回答企業の従業員の 80％以上が自家用車で通勤している。 

 自家用車に次いで、自転車、バイク・原付、徒歩の順に多く、公共交通の利用

は鉄道で 2.1％、路線バスはわずか 0.5％にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 市内主要事業所従業員の通勤手段の割合（全回答企業平均） 
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1.3. 移動需要と公共交通ルートの関係から見える課題 

 

 

 

■市民アンケートにおける意見 

 バス利用者、バス非利用者ともに「行きたい方向に路線がない」という意見が 4

番目に多く上がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 バスに対する不満、利用しない理由（バス利用／非利用の別） 

■ミニバス利用者からの意見 

 ミニバス旭地区循環線における乗り込み調査時、利用者から現在の運行ルート

に関する不満として、鳥栖市中心市街地（フレスポなど）にアクセスできない

との意見を多くいただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 ミニバス運行ルートの満足度に関する、利用者からの回答 
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2.7%

0.4%

6.4%

1.9%

0.5%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運⾏本数が少ない
乗りたい時間帯に運⾏されていない

⾃家⽤⾞を運転して移動できる
⾏きたい⽅向に路線がない

送迎してもらっている
乗り場に屋根やベンチがない

時間通りに来ない
乗りたい曜⽇に運⾏されていない
⽬的地への移動に時間がかかる

乗り継ぎが不便
運賃が⾼い

路線がわからない
発着時刻がわからない
バス停(乗り場)が遠い
ほとんど外出しない
運賃が分からない

宅配があり外出が不要
バス停(乗り場)がわからない

乗り⽅がわからない
⾞両が乗り降りしにくい

その他

バス利⽤者
バス⾮利⽤者

バスを利用しない理由として、移動ニーズと合わないことを挙げる意見が多い。市民へ

の主な行先（商業施設、病院）のニーズへの対応可能性を考える必要がある。 

81.0

91.9

93.5

33.3

80.4

8.1

22.2

6.5

19.0

6.5

44.4

13.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

鳥栖線 (N=21)

田代線 (N=37)

基里線 (N=31)

旭線 (N=18)

全体 (N=107)

満足 どちらでもない 不満

※バス利用者： 
市民アンケートで「バスを月１回以上利

用している」と回答した人 
※バス非利用者： 

市民アンケートで「バスをほとんど利用

していない」と回答した人 
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■市民アンケートにおいて、主な行先として回答の多かった商業施設、病院（地区別） 

 商業施設（回答上位） 病院（回答上位） 

鳥栖地区 フレスポ鳥栖、ダイレックス、 

サニー、ドラッグコスモス 

斎藤内科医院、今村病院、 

せとじまクリニック 

鳥栖北地区 フレスポ鳥栖、サニー、 

ザ・ビッグ、ドラッグコスモス 

今村病院、こが医療館、 

古賀内科医院、石田医院 

田代地区 フレスポ鳥栖、ダイレックス、 

ザ・ビッグ、ユートク食品館 

やよいがおか鹿毛病院、石田病院、

久留米大学病院（久留米市） 

弥生が丘地区 フレスポ鳥栖、あんくる夢市場、

マックスバリュ（基山町） 

やよいがおか鹿毛医院、權藤医院 

若葉地区 ユートク食品館、フレスポ鳥栖、

ザ・ビッグ 

今村病院、山津医院、石田医院 

基里地区 フレスポ鳥栖、マックスバリュ曽

根崎店、ザ・ビッグ 

かわらハートクリニック、きざと

外科、こやなぎ内科循環器科 

麓地区 フレスポ鳥栖、ドラッグコスモス、

ザ・ビッグ、レッドキャベツ 

今村病院、まごころ医療館、 

やましたクリニック、和田内科循

環器科 

旭地区 フレスポ鳥栖、マックスバリュ村

田店、ダイレックス、西鉄ストア

（みやき町） 

今村病院、名取医院、野田内科、 

久留米大学病院（久留米市） 

 

 全ての地区でよく行く商業施設として挙げられているフレスポ鳥栖は、鳥栖駅

前の立地のためどこからもアクセスしやすい。 

 ダイレックスやユートク食品館など市街地周縁部にある商業施設や、中心市街

地内に点在する病院などは、それらにアクセスしやすいバス路線が限定される

ので、現時点で全てのニーズに対応できているとは限らない。 
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1.4. 公共交通の維持に関しては、関心のある市民意識 

 

 

 

 

■公共交通への市の財政負担に対する市民の認知度 

 連携計画策定時（10 年前）と比較すると、「知らない」という回答の割合が 10

ポイント程度上昇しており、公共交通への財政負担が認知されずにきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 公共交通への市の財政負担に対する市民の認知度（10 年前との比較） 

 

 年齢別では、75 歳以上が「知っている」と回答した割合が 10％を超えている。 

 「補助金支出のことは知っている」との回答は、40 歳代から増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 公共交通への市の財政負担に対する市民の認知度（年齢別） 

1.9

2.5

1.4

2.2

12.5

4.0

3.6

1.9

9.6

17.9

15.2

26.8

29.2

20.7

96.4

96.2

90.4

79.6

83.4

70.9

58.3

75.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18〜19歳 (N=28)

20〜29歳 (N=53)

30〜39歳 (N=104)

40〜49歳 (N=162)

50〜64歳 (N=211)

65〜74歳 (N=358)

75歳以上 (N=240)

全年齢層 (N=1156)

知っている
補助⾦⽀出のことは知っているが、⾦額は知らない
知らない

公共交通の利用者は非常に少なく、市の財政負担に対する認知度も低いが、今後の公

共交通の維持については、学生や高齢者など交通弱者に欠かせない足として重要とい

う認識が広く浸透していると考えられる。 

7.1

3.9

23.8

20.2

63.8

73.6

5.4

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(H20)アンケート調査

今回(H30)アンケート調査

知っている
補助⾦⽀出のことは知っているが、⾦額は知らない
知らない
無回答
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■公共交通への財政負担の水準に対する市民の考え方 

 今回アンケートの結果では「現状維持」が約 41％、「今以上に充実させるべき（補

助金増額）」も約 24％を占めている。「縮小もやむを得ない」との回答は 10％程

度と他の回答に比べて低い。 

 10 年前の結果と比較すると、「公共交通の縮小もやむを得ない」の割合が大きく

低下し、そのぶん「補助金増額」「現状維持」の割合が上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 公共交通への財政負担の水準に対する市民の考え方（10 年前との比較） 

 

 補助金支出に対する考えを年齢別にみると、年齢層が上がるほど「今以上に充実

させるべき（補助金増額）」の割合が増加している。 

 20 歳代、30 歳代、50～64 歳では、「現状維持」の割合が 50％以上と過半数を

占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 公共交通への財政負担の水準に対する市民の考え方（年齢別） 

25.9

20.8

18.0

23.5

26.8

31.1

33.3

27.6

48.1

52.1

61.0

48.4

52.0

44.5

42.1

48.2

18.5

10.4

9.0

14.4

11.1

9.4

12.6

11.3

7.4

16.7

12.0

13.7

10.1

15.1

12.0

12.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18〜19歳 (N=27)

20〜29歳 (N=48)

30〜39歳 (N=100)

40〜49歳 (N=153)

50〜64歳 (N=198)

65〜74歳 (N=299)

75歳以上 (N=183)

全年齢層 (N=1008)

公共交通を今以上に充実させるために、市の補助⾦を増額する
現状なみの補助⾦額で、現在の公共交通を維持する
補助⾦額の⼤きな路線は、公共交通の縮⼩（バスの減便など）もやむを得ない
その他

19.8%

23.5%

34.9%

40.9%

23.1%

9.6%

10.2%

11.0%

11.9%

15.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(H20)アンケート調査

今回(H30)アンケート調査

公共交通を今以上に充実させるために、市の補助⾦を増額する
現状なみの補助⾦額で、現在の公共交通を維持する
補助⾦額の⼤きな路線は、公共交通の縮⼩（バスの減便など）もやむを得ない
その他
無回答
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■公共交通への財政負担の水準に対する回答（前ページ）の理由 

 「高齢者や学生など交通弱者の移動手段を確保するため」との意見が過半数を占

めている（60.2％）。 

 平成 20 年の調査結果と比較すると、「交通弱者の移動手段を確保」するために

は必要という前向きな意見が非常に多くなっており、「財政負担の軽減」「公共交

通の必要性を感じない」という意見の割合は、平成 20 年結果と比べて半分程度

にまで減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 公共交通への財政負担の水準に対する回答の理由（10 年前との比較） 

 

（前ページ（補助金支出に対する考え）とのクロス集計） 

 「今以上に充実させるべき（補助金増額）」「現状維持」との回答の理由として、

「高齢者や学生など交通弱者の移動手段を確保するため」との意見を挙げる割合

が約 80～90％となっている。 

 「縮小もやむを得ない」理由としては、「財政負担の軽減のため」を挙げる割合

が 40％以上を占め、「公共交通の必要性を感じない」との意見も 20％程度ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 補助金支出に対する考え方の別による回答理由 

94.2

79.0

25.9

39.3

11.9

43.8

10.3

2.9

5.4

4.8

20.5

5.6

3.6

43.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公共交通を今以上に充実させるために、市の
補助⾦を増額する (N=276)

現状なみの補助⾦額で、現在の公共交通を維
持する (N=477)

補助⾦額の⼤きな路線は、公共交通の縮⼩
（バスの減便など）もやむを得ない (N=112)

その他 (N=107)

⾼齢者や学⽣など交通弱者の移動⼿段を確保するため 財政負担の軽減のため
交通渋滞を減らすため 環境への負荷を減らすため
公共交通の必要性を感じない その他

41.4 

60.2 

21.3 

10.1 

3.2 

1.8 

5.9 

0.8 

7.9 

4.7 

3.3 

5.3 

17.1 

17.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(H20)アンケート調査

今回(H30)アンケート調査

⾼齢者や学⽣など交通弱者の移動⼿段を確保するため
財政負担の軽減のため
交通渋滞を減らすため
環境への負荷を減らすため
公共交通の必要性を感じない
その他
無回答
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1.5. 高齢者の公共交通に対する関心 

 

 

 

■比較的多い高齢者の外出機会 

 高齢者層の外出機会は、全年齢層の中でも比較的高く、「65～74 歳」は約 50％

が「ほぼ毎日」外出、「週に 3～4 日」を含めると 80％近くが外出している。 

 「75 歳以上」では、「65～74 歳」に比べると外出頻度は減るが、それでも 36％

がほぼ毎日、約 85％が週 1 回以上外出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 通勤・通学以外で外出する頻度（市民アンケートより） 

 

■日常の移動状況（移動できず困ることがあるか） 

 70～80％の回答者は、自家用車などで自由に移動できる状況にある。 

 「自分で移動できず困っている」回答者は、全体の約２％にとどまる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 日常の移動状況（移動できず困ることがあるか）（市民アンケートより） 

18.5

34.0

42.9

42.9

43.6

50.1

36.0

42.9

11.1

11.3

7.6

16.8

17.5

28.5

24.6

20.9

40.7

47.2

45.7

29.8

34.1

16.1

24.6

27.8

14.8

7.5

2.9

6.8

3.3

4.2

7.9

5.4

3.7

0.6

0.8

3.5
1.1

11.1

1.0

3.1

1.4

0.3

3.5

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18〜19歳 (N=27)

20〜29歳 (N=53)

30〜39歳 (N=105)

40〜49歳 (N=161)

50〜64歳 (N=211)

65〜74歳 (N=355)

75歳以上 (N=228)

全年齢層 (N=1140)

ほぼ毎⽇ 週に３〜４⽇ 週に１〜２⽇ ⽉に２〜３⽇ ⽉に1⽇ ほとんど外出しない

高齢者の外出機会は多いが、公共交通を利用する割合は少なく、高齢者福祉乗車

券など補助制度の認知度も低い。 

73.7

83.2

74.7

76.4

82.2

76.4

78.3

80.1

78.5

7.9

5.2

7.6

9.0

3.1

8.7

5.8

7.7

6.7

8.9

6.8

10.1

7.9

7.0

11.0

8.5

5.6

8.0

2.1

1.6

1.3

3.4

3.1

1.6

1.1

2.0

1.9

7.4

3.1

6.3

3.4

4.7

2.4

6.3

4.6

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⿃栖地区 (N=190)

⿃栖北地区 (N=191)

⽥代地区 (N=79)

弥⽣が丘地区 (N=89)

若葉地区 (N=129)

基⾥地区 (N=127)

麓地区 (N=189)

旭地区 (N=196)

⿃栖市全域 (N=1190)

⾃家⽤⾞・バイク・⾃転⾞などを運転し、好きな時に⾃由に移動している
公共交通機関を使って移動している
家族・知⼈に⾃家⽤⾞で送迎してもらっている
⾃分で移動できず困っている
無回答
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■高齢者でも少ない、路線バス・ミニバス利用 

 65～74 歳で「バスを利用しない」割合は約 92％と、65 歳未満の傾向とほぼ変わら

ない。 

 75 歳以上でバス利用者の割合が若干増加するが、それでも約 80%がバスをほとんど

利用していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 【再掲】年齢別・路線バスやミニバスの利用頻度（市民アンケートより） 

 

■高齢者でも低い、高齢者福祉乗車券の認知度 

 高齢者層にあたる 65～74 歳で約 60％、75 歳以上で約 40％が「知らない」と回

答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 高齢者福祉乗車券を知っている割合（市民アンケートより） 

7.7

11.8

7.5

16.8

15.9

36.0

18.1

7.4

9.6

11.8

14.4

22.3

24.7

21.8

19.8

92.6

82.7

76.5

78.1

60.9

59.4

42.3

62.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18〜19歳 (N=27)

20〜29歳 (N=52)

30〜39歳 (N=102)

40〜49歳 (N=160)

50〜64歳 (N=202)

65〜74歳 (N=352)

75歳以上 (N=239)

全年齢層 (N=1141)

知っている 名前だけは聞いたことがある 知らない

10.7 
3.6 

3.7 6.0 

3.8 
2.9 

3.2 

4.6 

2.9 

3.8 

4.8 

5.1 

2.4 

4.2 

3.2 

85.7 

92.3 

91.4 

92.3 

92.2 

92.4 

80.6 

89.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18〜19歳 (N=28)

20〜29歳 (N=52)

30〜39歳 (N=105)

40〜49歳 (N=156)

50〜64歳 (N=206)

65〜74歳 (N=344)

75歳以上 (N=216)

全年齢層 (N=1107)

ほぼ毎⽇ 週に３〜４⽇ 週に１〜２⽇
⽉に２〜３⽇ ⽉に1⽇ ほとんど利⽤しない
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■高齢者の免許保有者の増加 

 佐賀県内における 65 歳以上の高齢運転者の免許保有状況は、以下に示すとおり

年々増加傾向にあり、平成 23 年から平成 28 年までの５年間で約 3.3 万人増加

している。 

 全国的にも、高齢者のうち特に女性の免許保有の割合が高くなってきていること

から、公共交通に頼らず、高齢に達しても自分で運転できる年齢層が増加してい

るものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 県内高齢運転者（65 歳以上）の免許保有状況の推移 

表 1 鳥栖市における高齢の運転免許保有者の割合 

 

 

 

 

資料：佐賀県警察本部 

 

表 2 男女別運転免許取得者数（全国、平成 29 年） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：警察庁「運転免許統計（平成 29 年版）」 

男女別構成比
男 女

全　体 45,133,771 100.0 37,121,424 100.0 54.9 45.1

６５歳以上 11,353,941 25.2 6,829,953 18.4 62.4 37.6

７０歳以上 7,054,073 15.6 3,462,913 9.3 67.1 32.9

７５歳以上 3,929,503 8.7 1,465,809 3.9 72.8 27.2

８０歳以上 1,752,181 3.9 458,832 1.2 79.2 20.8

男
構成率
（％）

女
構成率
（％）

人口
運転免許

保有者※

運転免許
保有率

全年齢層に
占める割合

16歳以上 61,039 48,900 80.1% 100.0%

65歳以上 16,992 10,400 61.2% 21.3%
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1.6. 利用者からは概ね満足されている路線バス・ミニバス 

 

 

 

■バス利用者の利用頻度 

【路線バス】 

 市内線のいずれの路線においても、週 1 回以上の利用が半数以上を占めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 路線バス利用者の利用頻度（路線バス乗り込み調査より） 

 

【ミニバス】 

 どの路線においても、70～80％の利用者が週 1～２回程度利用している。 

 週に 3 回、すなわち運行日には欠かさず利用している人の割合も多く、約 4

割を占める路線もある（田代線）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 路線バス利用者の利用頻度（路線バス乗り込み調査より） 

路線バス・ミニバスは、リピーターが定着しており、ミニバスは利用者の満足度

も高い。高齢者福祉乗車券の発行部数も伸びている。 
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■ミニバス利用者の満足度 

 ミニバス利用者に対し、以下の６つの項目に関する満足度をたずねたところ、

すべての項目に対し 80％以上は「満足」との評価を得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 ミニバスに対する満足度（ミニバス乗り込み調査より） 

 

■高齢者福祉乗車券の利用状況 

 高齢者福祉乗車券の利用状況は、平成 29 年度に若干落ち込んだものの年々伸

びてきており、路線バス・ミニバスを利用する高齢者には好評を得てきたとい

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 25 高齢者福祉乗車券による助成実績 
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1.7. 交通事業者の担い手不足と労働環境の変化 

 

 

 

 

 

■交通事業者ヒアリングによる意見 

 バス、タクシーともに運転手不足と高齢化が深刻な問題であり、タクシー運転

手の平均年齢は 60 歳を超えている。 

 運転手の新規採用が少なく、乗務員の確保が難しい。 

 過重労働防止・連続運転防止など、労働時間等の改善基準の遵守が厳格化され

る傾向にある。 

 渋滞による所要時間の増加が影響し、休憩可能な時間が短くなることがよくあ

る（路線バス）。 

 

■バス・タクシー業界の平均年齢の高さ 

 平成 26 年時点においてバス業界の平均年齢は 48.3 歳、タクシー業界は 58.3

歳と、全産業平均（42.0 歳）に比べて非常に高い就業構造となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 ドライバー業界の就業構造の現状（平成 26 年時点） 

 

バス事業者、タクシー事業者ともに運転手不足と高齢化が深刻化しており、運転手の過重

労働防止の潮流もあるため、運行本数など供給増の視点から公共交通の利便性を向上させ

るのは困難な状況となっている。 

出典：国土交通省 
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■バス運転手の高齢化 

 バス運転手の高齢化は徐々に進行しており、60 歳以上の運転手の割合は、平

成 28 年時点で 18.3％まで増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27 バスの高齢運転者（60 歳以上）の割合の推移（全国） 

 

■タクシー運転手の労働者数、平均年齢（全国） 

 タクシー運転手（男性）の労働者数は、平成 26 年を境に大きく減少している

一方、運転手の平均年齢は上昇する傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 28 タクシー運転手（男性）の労働者数と平均年齢の推移（全国） 
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2. 現状の課題の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①免許取得者の高齢化による公共交通離れと、免許返納による移動弱者

増加の同時進行 

免許取得者の多い年齢層が高齢化することにより、公共交通を必要とせずに生活できる年

齢層の高齢化が進んでいる(図 19, 図 21, 表 1～2)。 

一方で、高齢者の免許更新時の認知機能検査などが厳格化したことにより、免許返納者数

も今後増加すると予想される(図 3)ため、運転できない高齢者の増加を見越して、公共交通

の維持・充実を図る必要がある。 

②自家用車中心の移動により認知度は低いが、必要性は認識されている

公共交通 

現在は、75 歳以上の高齢者も含め、すべての年齢層で公共交通（特にバス）が利用されて

いない状況である(図 5)。市の公共交通に対する補助金支出や、高齢者福祉乗車券の制度に

ついても認知度が高いとはいえないが(図 11, 図 20)、交通弱者の足としての公共交通の必

要性は、年齢を問わず広く認識されているため(図 13～16)、公共交通を維持する取組みの

継続は不可欠である。 

③概ね高い現状の公共交通への満足度と、今後のさらなる改善の必要性 

路線バスやミニバスの利用者は、週に数回と多い頻度で利用されている方々が多く(図 22

～23)、ミニバスについては利用者の満足度も概ね高い傾向が見られる(図 24)。一方で、行

きたい方向に路線がないなど、移動ニーズとのミスマッチも一部ある(図 9～10)ことから、

これらの解消の可能性を検討する必要がある。 

④交通事業者の担い手不足の状況下における、公共交通の確保・維持 

バス事業者、タクシー事業者ともに運転手不足と高齢化が深刻化する(図 26～28)とともに、

運転手の過重労働防止の取組みについても運用が厳格化されている。将来的には担い手不

足のために現在の運行水準の維持・継続が困難になる事態も想定される。そのため、限ら

れたマンパワーという制約条件のもとで、公共交通の利便性の最適化を模索する必要があ

る。 


